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これまでの経過聖　籠

市
町
村
合
併
に
つ
い
て

市
町
村
合
併
に
つ
い
て
国
は
、
平
成
十
一
年
七
月

に
「
市
町
村
の
合
併
の
特
例
に
関
す
る
法
律
」
の
改

正
を
含
む
「
地
方
分
権
一
括
法
」
を
成
立
さ
せ
、
翌

八
月
に
は
、「
市
町
村
の
合
併
の
推
進
に
つ
い
て
の

指
針
」
を
示
し
ま
し
た
。
ま
た
、
新
潟
県
は
平
成
十

三
年
二
月
に
「
新
潟
県
市
町
村
合
併
促
進
要
綱
」
を

策
定
し
、
合
併
の
促
進
を
図
っ
て
き
ま
し
た
。

聖
籠
町
に
お
い
て
は
、
こ
の
動
き
に
呼
応
し
、
平

成
十
一
年
九
月
に
職
員
に
よ
る
合
併
研
究
会
を
発
足

さ
せ
、
国
が
示
す
合
併
の
指
針
や
広
域
圏
に
お
け
る

当
町
の
あ
り
方
に
つ
い
て
広
範
な
情
報
を
も
と
に
検

討
し
、
一
年
五
か
月
を
か
け
、
平
成
十
三
年
二
月
に

報
告
書
を
ま
と
め
ま
し
た
。

ま
た
、
そ
れ
と
平
行
し
新
発
田
広
域
圏
（
七
市
町

村
）
と
の
合
併
研
究
会
或
い
は
、
新
潟
圏
域
と
の
新

潟
都
市
圏
ビ
ジ
ョ
ン
策
定
に
参
加
し
意
見
交
換
会
等

市
町
村
合
併
に
関
す
る

検
討
の
経
過

年　月 国 県 聖籠町 

●『市町村合併の 
　特例に関する法 
　律』改正 
●『地方分権一括 
　法』成立 
●『市町村の合併 
　の推進について 
　の指針』提示 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●『新潟県市町村 
　合併促進要網』 
　策定 
●『県内市町村の 
　合併パターン』 
　提案（聖籠町は 
　新発田圏域に含 
　まれる） 

 
 
 
 
 
 
 
 
●『職員による合併研 
　究会』発足 
 
●『職員合併研究会報 
　告書』作成 
 
 
●広報等を通じ合併に 
　関する情報提供 
　（平成13年6月～） 
 
●『合併について』の 
　冊子作成、全戸配布 
●集落説明会開催 
●住民アンケート実施 
●11月21日町議会全 
　員協議会にて、町長が 
　『合併しない方針』 
　を表明 
●12月3日町議会定 
　例会において町長が 
　「合併しない方針」 
　を表明 

平成11年　 
7月 
 
 
 

8月 
 
 

9月 
平成13年　 

2月 
 
 
 
 
 
 
 

平成14年　 
8月 
 

9月 
10月 
11月 

 
 
 

12月 

▲11月21日町議会全員協議会の場で　　町長は
『当面合併しない』ことを表明した。



住民説明会
開催状況
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これまでの経過

の
機
会
を
も
っ
て
き
ま
し
た
。

ま
た
、
町
民
の
皆
様
に
は
、
合
併
に
つ
い
て
知
っ

て
い
た
だ
き
、
か
つ
、
関
心
を
お
持
ち
い
た
だ
く
た

め
、
広
報
等
を
通
じ
平
成
十
三
年
六
月
か
ら
本
年
二

月
ま
で
の
間
、
合
併
の
し
く
み
や
長
所
・
短
所
、
ま

た
、
新
発
田
広
域
圏
の
市
町
村
の
財
政
状
況
や
住
民

サ
ー
ビ
ス
の
提
供
状
況
な
ど
に
つ
い
て
情
報
の
提
供

を
行
っ
て
き
ま
し
た
。

さ
ら
に
、
本
年
八
月
中
旬
に
は
最
新
の
デ
ー
タ
を

も
と
に
合
併
に
関
す
る
状
況
を
分
か
り
や
す
く
ま
と

め
た
冊
子
を
作
成
し
、
町
内
の
総
て
の
世
帯
に
配
布

さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
し
た
。

そ
の
後
、
八
月
下
旬
か
ら
九
月
上
旬
に
か
け
ま
し

て
合
併
住
民
説
明
会
（
二
十
七
会
場
・
参
加
者
七
百

五
十
九
名
）
を
開
か
せ
て
い
た
だ
き
、
現
在
考
え
ら

れ
る
町
の
方
向
性
に
つ
い
て
住
民
の
皆
様
と
意
見
交

換
を
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
し
た
。

平
成
十
一
年
七
月
か
ら
現
在
ま
で
の
三
年
余
り
の

間
、
町
と
し
て
可
能
な
限
り
の
検
討
を
し
、
住
民
の

皆
様
へ
の
情
報
提
供
を
行
っ
て
き
ま
し

た
。
ま
た
、
町
議
会
に
対
し
ま
し

て
も
求
め
ら
れ
る
総
て
の
情
報
を
提

供
し
て
き
た
と
こ
ろ
で
す
。

こ
の
よ
う
に
長
い
期
間
と
種
々
の
経

過
を
踏
ま
え
ま
し
て
、
住
民
自
治
を
進

め
る
上
で
最
も
重
要
な
町
民
の
皆
様
の
ご

意
見
が
反
映
で
き
る
よ
う
に
、
町
内
の
全
世

帯
、
約
七
千
人
の
方
々
に
町
民
ア
ン
ケ
ー
ト

を
実
施
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
し
た
。
ま
た
、
町
民
ア

ン
ケ
ー
ト
の
他
に
、
中
学
生
と
東
港
立
地
企
業
の

方
々
等
に
も
ア
ン
ケ
ー
ト
を
通
じ
ご
意
見
を
い
た
だ

き
ま
し
た
。（
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
は
四
頁
以
降
で
紹

介
）
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平成13年２月に
県が提案した

合併パターン

開 催 日 開 催 場 所 参加人数

８月29日w

８月30日x

８月31日y

９月２日t

９月３日u

町民会館小ホール

真 野 公 会 堂

桃 山 公 会 堂

山倉集落開発センター

道賀新田公会堂

別 條 公 会 堂

本 大 夫 公 会 堂

山諏訪山公会堂

山大夫コミュニティセンター

山三賀集落開発センター

二 本 松 公 会 堂

東 山 集 会 場

外 畑 公 会 堂

正 庵 公 会 堂

蓮野集落開発センター

19

18

30

20

20

26

29

25

30

21

41

9

21

13

43

開 催 日 開 催 場 所 参加人数

９月４日v

９月５日w

９月６日x

９月７日y

９月９日t

計

藤 寄 公 会 堂

大夫興野公会堂

杉 谷 内 公 会 堂

蓮 潟 公 会 堂

網 代 浜 会 館

亀 塚 公 会 堂

旭 ヶ 丘 公 会 堂

甚兵エ橋公会堂

次 第 浜 公 民 館

本 三 賀 公 会 堂

蓮潟新田公会堂

尾沢ヶ丘集会場

27会場

43

17

26

53

65

40

13

13

67

12

13

32

759

住民説明会
開催状況
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アンケート結果聖　籠

◆アンケートの実施概要 
項　目 住　　　　民 町 職 員 等  中 学 生  東港聖籠地区立地企業 

対 象 者  

調査期間 

調査方法 

質問項目 

平成14年10月～11月 

町職員により、各世帯へ 
配布・回収 

問1　性別 
問2　年齢層 
問3　職業 
問4　合併の賛否 
問5　合併先 
問6　新発田圏域に賛成 

の理由 
問7　新潟圏域に賛成の 

理由 
問8　合併に反対の理由 
問9　意見 

平成14年9月15日現在
で住民登録のある16歳
以上の世帯主及び同世帯
の1～2名（概ね世代別
に１名） 

各所属長を通じ配布・回 
収 

問1　性別 
問2　年齢層 
問3　合併の賛否 
問4　合併先 
問5　新発田圏域に賛成 

の理由 
問6　新潟圏域に賛成の 

理由 
問7　合併に反対の理由 
問8　意見 

平成14年10月１日現在
の町職員及び臨時職員 

中学校を通じ配布・回収 

問1　性別 
問2　学年 
問3　合併の賛否 
問4　合併先 
問5　新発田圏域に賛成 

の理由 
問6　新潟圏域に賛成の 

理由 
問7　合併に反対の理由 
問8　意見 

聖籠町立聖籠中学校の 
全生徒 
（授業欠席者を除く） 

郵送により配布回収 

問1　業種 
問2　操業年数 
問3　従業員数 
問4　合併の賛否 
問5　合併先 
問6　新発田圏域に賛成 

の理由 
問7　新潟圏域に賛成の 

理由 
問8　合併に反対の理由 
問9　意見 

平成14年10月１日現在
で東港聖籠地区立地企業
連絡協議会に加盟してい
る事業所 

▲住民アンケート調査では町全職員が配布・回収に地域をまわりました。 
　ご協力いただきありがとうございました。 
▲住民アンケート調査では町全職員が配布・回収に地域をまわりました。 
　ご協力いただきありがとうございました。 

 

東
港
立
地
企
業
、
役
場
職
員
に
対
し
て
ア
ン
ケ
ー
ト
を
配
布
・
回
収

東
港
立
地
企
業
、
役
場
職
員
に
対
し
て
ア
ン
ケ
ー
ト
を
配
布
・
回
収
を
行
を
行 

い
ま
し
た
。
結
果
を
ご
紹
介
し
ま
す
。

い
ま
し
た
。
結
果
を
ご
紹
介
し
ま
す
。 

　
住
民
説
明
会
終
了
後
、
町
民
等
の
意
向
を
反
映
さ
せ
る
た
め
、
町
で
は 

ア
ン
ケ
ー
ト
を
実
施
し
ま
し
た
。
十
月
に
町
民
を
は
じ
め
、
中
学
校
生
徒
、 

東
港
立
地
企
業
、
役
場
職
員
に
対
し
て
ア
ン
ケ
ー
ト
を
配
布
・
回
収
を
行 

い
ま
し
た
。
結
果
を
ご
紹
介
し
ま
す
。 
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住民対象アンケート結果

◆回答者の年齢別 

年齢層 人　数 

379人 

969人 

1,230人 

1,031人 

年齢層 

10代 

20代 

30代 

40代 

50代 

60代 

70歳以上 

未回答 

人　数 

1,118人 

910人 

1,067人 

158人 

◆対象者と回収状況 

アンケート対象総数 

回 収 総 数 

回 収 率 

７，２９０人 

６，８６２人 

９４.１%

◆未回収の理由 

理由 人数 

274人 

80人 

51人 

理由 

長期不在・転出等 

非協力 

病気等 

死　亡 

その他 

人数 

15人 

8人 

割合 

64.0% 

18.7% 

11.9%

割合 

3.5% 

1.9%

◆回答者の男女別 

性別等 

男　性 

女　性 

未回答 

人　数 

3,919人 

2,767人 

176人 

◆回答者の職業別 

職業 人　数 

2,743人 

509人 

480人 

744人 

376人 

職業 

会社員等 

自営業 

農・漁業 

主　婦 

学　生 

法人役員等 

無　職 

その他 

未回答 

人　数 

77人 

1,358人 

336人 

239人 

未回答 
2.6％ 

女 
40.3％ 

男 
57.1％ 

10代 
5.5％ 
20代 
14.1％ 

30代 
17.9％ 

40代 
15.1％ 

50代 
16.3％ 

60代 
13.3％ 

70歳以上 
15.5％ 

未回答 
2.3％ 

会社員等 
40.0％ 

自営業 
7.4％ 

農・漁業 
7.0％ 

主婦 
10.8％ 

学生 
5.5％ 

無職 
19.8％ 

法人 
役員等 
1.1％ 

その他 
4.9％ 

未回答 
3.5％ 
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住民対象アンケート結果聖　籠

合併の賛否・年代別 

合併に反対の理由 

合併の賛否・全体 

合併の賛否・男女別 

賛 否 等 人　　数 

1,588人 

5,068人 

206人 

割　　合 

賛　　成 

反　　対 

未 回 答 

23.1％ 

73.9％ 

3.0％ 

番号 項　　　目 

行政サービスが低下する 

税金や施設利用料金が高くな 
る 
市町村が大きくなり、住民の 
声が行政に反映されなくなる 

合併すると財政的に不安があ 
る 

伝統や文化が失われる 

現在の生活で特に支障はない 

その他 

未回答 

構成比 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8

21.7％ 

22.1％ 

20.6％ 

14.6％ 

3.8％ 

16.0％ 

0.5％ 

0.7％ 

回答 
人数 

2,939人 

2,990人 

2,790人 

1,973人 

520人 

2,163人 

76人 

102人 

約７割が反対で賛成を大きく上回りました。 

（3つ以内で複数回答可） 

２の項目「税金や施設利用料金が高くな 
る」がもっとも多くなっています。 

男　　性 女　　性 

未回答 
1.2％ 

賛　成 
25.4％ 

反　対 
73.4％ 

未回答 
1.5％ 

賛　成 
20.7％ 

反　対 
77.8％ 

10代 20代 30代 

40代 50代 60代 

70歳以上 年代不詳 　どの年齢層も７
割以上が合併に反
対となっています。 
　10代がもっとも
反対の比率が高く、
若い年齢層の方が
反対の比率が高い
傾向にあります。 

賛　成 
20.6％ 

未回答 
1.0％ 

反　対 
78.4％ 

賛　成 
22.8％ 

未回答 
1.6％ 

反　対 
75.6％ 

賛　成 
21.6％ 

未回答 
1.0％ 

反　対 
77.4％ 

賛　成 
25.1％ 

未回答 
1.4％ 

反　対 
73.5％ 

賛　成 
23.2％ 

未回答 
1.3％ 

反　対 
75.5％ 

賛　成 
26.4％ 

未回答 
1.1％ 

反　対 
72.5％ 

賛　成 
23.9％ 

未回答 
1.8％ 

反　対 
74.3％ 

賛　成 
3.8％ 

未回答 
74.0％ 

反　対 
22.2％ 

賛　成 
23.1％ 

反　対 
73.9％ 

未回答 
3.0％ 



7

住民対象アンケート結果

合併するとしたら・全体 

合併先等 人数 

741人 

801人 

16人 

30人 

割合 

新発田圏域 

新潟圏域 

そ の 他  

未 回 答  

46.7% 

50.4% 

1.0% 

1.9%

　新発田圏域と新潟圏域の割合は、ほぼ同じ割合となり 
ました。 
　その他としては、「どちらでもいい」、「豊栄市」や「聖 
籠町を主体として」などがありました。 

新発田 
圏域 
46.7％ 

新潟 
圏域 
50.4％ 

その他 
1.0％ 

未回答 
1.9％ 

合併するとしたら・男女別 

合併先等 人数 
472人 
496人 
12人 
17人 

割合 
新発田圏域 
新潟圏域 
そ の 他  
未 回 答  

47.3% 
49.8% 
1.2% 
1.7%

男　　性 女　　性 

合併先等 人数 
259人 
300人 
4人 
11人 

割合 
新発田圏域 
新潟圏域 
そ の 他  
未 回 答  

45.1% 
52.3% 
0.7% 
1.9%

新発田 
圏域 
47.3％ 

新潟 
圏域 
49.8％ 

その他 
1.2％ 

未回答 
1.7％ 

新発田 
圏域 
45.1％ 

新潟 
圏域 
52.3％ 

その他 
0.7％ 

未回答 
1.9％ 

合併するとしたら・年代別 

新潟圏域に賛成の理由 

番号 項　　　目 

新潟東港地域の港湾整備や産業 
振興は一体となって進める必要 
がある 

新潟圏域でのさまざまな公共施 
設が利用しやすくなり、利便性 
が向上する 

政令指定都市など合併後の街づ 
くりに魅力を感じる 

その他 

未回答 

構成比 

1 

2 

3 

4 

5 

6

10.0％ 

28.4％ 

21.6％ 

33.1％ 

2.4％ 

4.5％ 

回答 
人数 

141人 

400人 

303人 

466人 

34人 

63人 

（2つ以内で複数回答可） 

４と２の「政令指定都市」と「東港の発 
展」に関する項目が多くを占めました。 

新発田圏域に賛成の理由 

番号 項　　　目 

これまで以上に行政サービスが 
期待できる 

買物、通学、病院、広域行政などで 
歴史的にも深い関係にあるので一 
体となって街づくりを進めたほうが良い 

新発田圏域のさまざまな公共施設が 
利用しやすくなり、利便性が向上する 

ほかの圏域との合併は、行政範囲 
が広くなり過ぎるため、行きとどいた 
行政サービスに不安がある 

その他 

未回答 

構成比 

1 

2 

3 

4 

5 

6

6.3% 

44.9% 

18.2% 

27.4% 

1.1% 

2.1％ 

回答 
人数 

83人 

588人 

238人 

358人 

14人 

28人 

（2つ以内で複数回答可） 

２の項目がもっとも多く全体の約半数を 
占めました。 

10代 20代 30代 

40代 50代 60代 

70歳以上 　年齢別の合併先
の状況は、年齢層が
高くなるにつれ、新
発田圏域の比率が
高くなっています。 
　10代・20代は６
割以上が新潟圏域
ですが、70歳以上
では新発田圏域が
６割以上占めてい
ます。 

その他 
2.6％ 

新発田 
圏域 
32.0％ 

新潟 
圏域 
62.8％ 

これまで以上に行政サービスが 
期待できる 

その他 
2.3％ 

未回答 
1.8％ 

新発田 
圏域 
32.1％ 

新潟 
圏域 
63.8％ 

その他 
0.7％ 

未回答 
2.3％ 

新発田 
圏域 
42.9％ 新潟 

圏域 
54.1％ 

その他 
0.8％ 

未回答 
1.7％ 

新発田 
圏域 
39.8％ 新潟 

圏域 
57.7％ 

その他 
0.3％ 

未回答 
1.0％ 

新発田 
圏域 
46.8％ 新潟 

圏域 
51.9％ 

その他 
1.2％ 

未回答 
1.9％ 

新発田 
圏域 
65.9％ 

新潟 
圏域 
31.0％ 

新発田 
圏域 
33.3％ 

新潟 
圏域 
66.7％ 

その他 
0.4％ 

未回答 
2.6％ 

新発田 
圏域 
56.2％ 

新潟 
圏域 
40.8％ 

未回答 
2.6％ 

（合併に賛成と答えた方のみの集計） 

年代不詳 

性別不詳者 
17人 （　　） 



聖　籠

新発田圏域に賛成の理由 
（2つ以内で複数回答可） （2つ以内で複数回答可） 

番 
号 項　　　目 

これまで以上に行政サー 
ビスが期待できる 

構成比 

1 5.6%

回答 
数 

1社 

買物、通学、病院、広域行政 
などで歴史的にも深い関係 
にあるので一体となって街 
づくりを進めたほうが良い 

2 50.0%9社 

新発田圏域のさまざまな 
公共施設が利用しやすく 
なり、利便性が向上する 

3 16.6%3社 

ほかの圏域との合併は、 
行政範囲が広くなり過ぎ 
るため、行きとどいた行 
政サービスに不安がある 

4 27.8%5社 

その他 5 0.0%0社 

２の項目がもっとも多く全体の半数 
を占めました。 

新潟圏域に賛成の理由 

番 
号 項　　　目 

これまで以上に行政サー 
ビスが期待できる 

構成比 

1 4.2%

回答 
数 

3社 

新潟東港地域の港湾整備 
や産業振興は一体となっ 
て進める必要がある 

2 45.8%33社 

新潟圏域でのさまざまな 
公共施設が利用しやすく 
なり、利便性が向上する 

3 8.3%6社 

政令指定都市など合併後 
の街づくりに魅力を感じ 
る 

4 41.7%30社 

その他 5 0.0％ 0社 

２と４の「政令指定都市」と「東港 
の発展」に関する項目が多くを占め 
ました。 

（3つ以内で複数回答可） 

合併に反対の理由 

番 
号 項　　　目 

行政サービスが低下す 
る 

構成比 

1 19.0%

回答 
数 

11社 

税金や施設利用料金が 
高くなる 2 19.0%11社 

市町村が大きくなり、 
住民の声が行政に反映 
されなくなる 

3 24.1%14社 

合併すると財政的に不 
安がある 4 12.0%7社 

伝統や文化が失われる 5 6.9%4社 

その他 7 0.0%0社 

現在の企業活動に特に 
支障はない 6 19.0%11社 

３の項目がもっとも多く、次に１と 
２と６の項目が多くなっています。 

◆回答者の業種別 

製 造 業  
サービス業 
運 送 業  
建 設 業  
そ の 他  

31社 
10社 
12社 
8社 
12社 

業　　種 事業所数 

合併の賛否 

合併するとしたら 

賛 否 等 事業所数 

48社 

23社 

2社 

割　　合 

賛　　成 

反　　対 

未 回 答 

65.8％ 

31.5％ 

2.7％ 

合 併 先  事業所数 

9社 

38社 

1社 

割　　合 

新発田圏域 

新 潟 圏 域 

そ　の　他 

18.7％ 

79.2％ 

2.1％ 

合併に賛成が、65.8％と多くなっています。 

約８割が新潟圏域となっています。 

反　対 
31.5％ 

未回答 
2.7％ 

賛　成 
65.8％ 

新潟 
圏域 
79.2％ 

新発田 
圏域 
18.7％ 

その他 
2.1％ 

◆対象企業数と回収状況 

アンケート対象総数 

回 収 総 数 

回 収 率 

94社 

73社 

77.7%

8

企業対象アンケート結果
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中学生対象アンケート結果

新発田圏域に賛成の理由 
（2つ以内で複数回答可） （2つ以内で複数回答可） 

番 
号 項　　　目 

これまで以上に行政サー 
ビスが期待できる 

構成比 

1 17.4%

回答 
人数 

4人 

買物、通学、病院、広域行政 
などで歴史的にも深い関係 
にあるので一体となって街 
づくりを進めたほうが良い 

2 30.4%7人 

新発田圏域のさまざまな 
公共施設が利用しやすく 
なり、利便性が向上する 

3 30.4%7人 

ほかの圏域との合併は、 
行政範囲が広くなり過ぎ 
るため、行きとどいた行 
政サービスに不安がある 

4 17.4%4人 

その他 5 0.0%0人 

未回答 6 4.4%1人 

２と３の項目が多く、ついで１と４ 
が多くなっています。 

新潟圏域に賛成の理由 

番 
号 項　　　目 

これまで以上に行政サー 
ビスが期待できる 

構成比 

1 14.3%

回答 
人数 

4人 

新潟東港地域の港湾整備 
や産業振興は一体となっ 
て進める必要がある 

2 10.7%3人 

新潟圏域でのさまざまな 
公共施設が利用しやすく 
なり、利便性が向上する 

3 28.6%8人 

政令指定都市など合併後 
の街づくりに魅力を感じ 
る 

4 25.0%7人 

その他 5 14.3%4人 

未回答 6 7.1%2人 

３の項目がもっとも多く、ついで４ 
の項目が多くなっています。 

（3つ以内で複数回答可） 

合併に反対の理由 

番 
号 項　　　目 

行政サービスが低下す 
る 

構成比 

1 19.9%

回答 
人数 

195人 

税金や施設利用料金が 
高くなる 2 22.7%222人 

市町村が大きくなり、 
住民の声が行政に反映 
されなくなる 

3 12.5%123人 

合併すると財政的に不 
安がある 4 15.4%151人 

伝統や文化が失われる 5 14.1%138人 

その他 7 4.7%46人 

未回答 8 0.4%4人 

現在の生活で特に支障 
はない 6 10.3%101人 

２の項目がもっとも多く、ついで１ 
が多くなっています。 

◆回答者の学年別 

１年生 

２年生 

３年生 

未回答 

137人 

162人 

126人 

1人 

学　年 人　数 

合併の賛否 

合併するとしたら 

賛 否 等 人　　数 

35人 

390人 

1人 

割　　合 

賛　　成 

反　　対 

未 回 答 

8.2％ 

91.6％ 

0.2％ 

反対が約９割となりました。 

合 併 先  人　　数 

13人 

20人 

1人 

1人 

割　　合 

新発田圏域 

新 潟 圏 域 

そ　の　他 

未　回　答 

37.1％ 

57.1％ 

2.9％ 

2.9％ 

新潟圏域が半数以上を占めました。 

反　対 
91.6％ 

未回答 
0.2％ 

賛　成 
8.2％ 

新発田 
圏域 
37.1％ 

その他 
2.9％ 

未回答 
2.9％ 

新潟 
圏域 
57.1％ 

◆対象者と回収状況（授業欠席者除く） 

アンケート対象総数 

回 収 総 数 

回 収 率 

426人 

426人 

100%



聖　籠

◆回答者の男女別 

新発田圏域に賛成の理由 
（2つ以内で複数回答可） （2つ以内で複数回答可） 

番 
号 項　　　目 

これまで以上に行政サー 
ビスが期待できる 

構成比 

1 3.5%

回答 
人数 

3人 

買物、通学、病院、広域行政 
などで歴史的にも深い関係 
にあるので一体となって街 
づくりを進めたほうが良い 

2 48.2%41人 

新発田圏域のさまざまな 
公共施設が利用しやすく 
なり、利便性が向上する 

3 13.0%11人 

ほかの圏域との合併は、 
行政範囲が広くなり過ぎ 
るため、行きとどいた行 
政サービスに不安がある 

4 35.3%30人 

その他 5 0.0%0人 

２の項目がもっとも多く全体の約半 
数を占めました。 

新潟圏域に賛成の理由 

番 
号 項　　　目 

これまで以上に行政サー 
ビスが期待できる 

構成比 

1 2.2%

回答 
人数 

2人 

新潟東港地域の港湾整備 
や産業振興は一体となっ 
て進める必要がある 

2 38.0%35人 

新潟圏域でのさまざまな 
公共施設が利用しやすく 
なり、利便性が向上する 

3 10.9%10人 

政令指定都市など合併後 
の街づくりに魅力を感じ 
る 

4 43.4%40人 

その他 5 3.3%3人 

未回答 6 2.2%2人 

４と２の「政令指定都市」と「東港 
の発展」に関する項目が多くを占め 
ました。 

（3つ以内で複数回答可） 

合併に反対の理由 

番 
号 項　　　目 

行政サービスが低下す 
る 

構成比 

1 25.9%

回答 
人数 

99人 

税金や施設利用料金が 
高くなる 2 13.4%51人 

市町村が大きくなり、 
住民の声が行政に反映 
されなくなる 

3 28.3%108人 

合併すると財政的に不 
安がある 4 14.1%54人 

伝統や文化が失われる 5 5.7%22人 

その他 7 0.8%3人 

現在の生活で特に支障 
はない 6 11.8%45人 

３の項目がもっとも多くなっており、 
ついで１の項目が多くなっています。 

男　性 

女　性 

112人 

143人 

性　別 人　数 

合併の賛否 

賛 否 等 人　　数 

103人 

150人 

2人 

割　　合 

賛　　成 

反　　対 

未 回 答 

40.4％ 

58.8％ 

0.8％ 

合併に反対が約６割と賛成を上回りました。 

合併するとしたら 

合 併 先  人　　数 

49人 

50人 

3人 

1人 

割　　合 

新発田圏域 

新 潟 圏 域 

そ　の　他 

未　回　答 

47.6％ 

48.5％ 

2.9％ 

1.0％ 

新発田圏域と新潟圏域がほぼ同数となりました。 

反　対 
58.8％ 

未回答 
0.8％ 

賛　成 
40.4％ 

新潟 
圏域 
48.5％ 

新発田 
圏域 
47.6％ 

その他 
2.9％ 

未回答 
1.0％ 

◆対象者と回収状況 

アンケート対象総数 

回 収 総 数 

回 収 率 

255人 

255人 

100%

10

役場職員対象アンケート結果
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アンケート結果を受けて

論
議
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
。

合
併
す
る
市
町
村
、
し
な
い
市
町
村
に
と
っ

て
今
後
、
強
固
な
行
財
政
基
盤
の
構
築
を
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い
う
こ
と
は
同
じ
で
あ
り

ま
す
。

『
当
面
、
合
併
を
し
な
い
』
こ
と
を
選
択
し

た
聖
籠
町
も
今
ま
で
以
上
に
将
来
を
見
据
え
た

行
財
政
の
効
率
的
な
運
営
を
行
っ
て
い
か
な
け

れ
ば
な
り
ま
せ
ん
（
最
終
ペ
ー
ジ
に
行
財
政
運

営
の
た
め
の
施
策
を
示
し
ま
し
た
）。

町
民
一
人
ひ
と
り
が
誇
り
を
も
っ
て
豊
か
に

暮
ら
せ
る
ま
ち
を
目
指
し
こ
れ
か
ら
も
共
に
が

ん
ば
り
ま
し
ょ
う
。

い
た
し
ま
し
た
。

町
民
の
皆
様
も
ご
推
察
の
こ
と
と
思
い
ま
す

が
、
合
併
す
る
自
治
体
と
合
併
し
な
い
自
治
体

と
を
比
較
す
れ
ば
、
当
町
の
よ
う
に
合
併
し
な

い
自
治
体
の
方
が
少
な
い
も
の
と
推
測
さ
れ
ま

す
。
当
町
は
、
今
後
十
年
間
は
財
政
面
で
効
率

的
か
つ
堅
実
な
行
財
政
運
営
を
は
か
る
な
ら

ば
、
ほ
ぼ
現
状
の
ま
ま
進
め
て
い
く
こ
と
が
出

来
る
も
の
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

し
か
し
、
こ
れ
は
現
在
の
税
制
や
補
助
金
制

度
が
続
く
こ
と
を
前
提
と
し
た
推
測
で
あ
り
ま

す
。
現
に
国
で
は
税
財
源
の
移
譲
や
交
付
税
制

度
、
補
助
金
制
度
の
抜
本
的
な
見
直
し
が
既
に

実
施
さ
せ
て
い
た
だ
い
た
町
民
ア
ン
ケ
ー
ト

の
結
果
（
町
民
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果：

合
併
賛
成

二
三
・
一
％
、
合
併
反
対
七
三
・
九
％
、
未
回

答

三
・
〇
％
）、
町
民
説
明
会
等
に
お
け
る
町

民
の
皆
様
の
声
、
さ
ら
に
町
民
サ
ー
ビ
ス
の
提

供
の
質
・
量
を
表
わ
す
デ
ー
タ
や
長
期
財
政
推

計
等
を
総
合
的
に
勘
案
し
、
熟
慮
い
た
し
た
結

果
、
聖
籠
町
と
し
ま
し
て
は
平
成
十
七
年
三
月

を
期
限
と
す
る
『
市
町
村
合
併
を
す
る
た
め
の

新
発
田
圏
域
並
び
に
新
潟
圏
域
の
合
併
協
議
会

に
は
加
入
し
な
い
』、
言
い
換
え
ま
す
と
『
当

面
は
市
町
村
合
併
を
し
な
い
で
、
聖
籠
町
独
自

の
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
て
行
く
』
こ
と
と
決
断

ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
を
受
け
て

当
面
合
併
し
な
い
こ
と
を
決
断

●
合
併
を
考
え
る
前
に
、
も
っ
と

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
が

あ
る
。

●
財
政
基
盤
が
し
っ
か
り
し
て
い

る
う
ち
は
、
独
自
の
ま
ち
づ
く

り
を
実
施
し
て
い
く
べ
き
。

●
合
併
し
な
い
方
が
よ
い
が
、
合

併
す
る
と
し
た
ら
、
新
潟
圏
域

の
方
が
い
い
。

合
併
に
反
対
の
人
の
意
見

●
合
併
し
て
も
な
ん
の
メ
リ
ッ
ト

も
な
い
よ
う
に
思
う
。

●
今
は
、
合
併
に
は
反
対
だ
が
、

い
ず
れ
は
考
え
て
い
か
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
と
思
う
。

●
合
併
に
は
反
対
だ
が
、
行
政
改

革
な
ど
を
実
施
し
健
全
な
財
政

運
営
を
し
て
い
く
必
要
が
あ

る
。

●
福
祉
を
も
っ
と
充
実
し
て
ほ
し

い
。

い
い
。

●
将
来
の
こ
と
を
考
え
る
と
い
つ

ま
で
不
交
付
団
体
で
い
ら
れ
る

か
わ
か
ら
な
い
の
で
、
有
利
な

う
ち
に
合
併
し
た
ほ
う
が
い

い
。

●
財
政
が
苦
し
く
な
っ
て
の
合
併

は
、
吸
収
合
併
の
様
に
な
り
不

利
益
が
生
じ
る
の
で
は
な
い

か
。

合
併
に
賛
成
の
人
の
意
見

●
合
併
に
は
賛
成
だ
が
、
急
い
で

決
め
る
必
要
は
な
い
。
じ
っ
く

り
考
え
、
十
分
協
議
し
て
ほ
し

い
。

●
税
金
や
各
種
料
金
は
高
く
な
ら

な
い
よ
う
に
し
て
も
ら
い
た
い
。

●
新
潟
市
の
学
校
等
へ
通
え
る
よ

う
に
な
り
、
高
度
の
教
育
が
期

待
で
き
る
。

●
合
併
す
る
な
ら
、
特
例
の
受
け

ら
れ
る
期
限
内
に
し
た
ほ
う
が

全体を通して
多かった
自由意見



情報通信技術（IT）の推進 

主要施策の優先順位の選定 
　総合計画を遵守の上、重点施策の優先順位を設定し、
後年に無理のない事業運営を行う。 

事務事業評価制度の推進 
　事業についての成果・達成度・課題等を把握し、
事業の改善に努め、効率的で質の高いサービス
を提供する。 

職員の意識改革と資質向上 
　複雑化・高度化する住民ニーズや地方分権に伴う
事務の高度化に対応できる職員の意識改革と資質向
上を図る。 

お問い合わせ 

聖籠町役場総務課 〒957-0192　新潟県北蒲原郡聖籠町大字諏訪山1635番地4
TEL 0254－27－2111　FAX 0254－27－2119

ホームページアドレス 
http://www.town.seiro.niigata.jp

第3次長期総合計画の推進 
　長期的な財政計画を基にした財源配分、適正かつ
適切な予算編成を行い、人件費・公債費などの義務
的経費や一般経常経費の削減への努力とあわせ、受
益と負担のバランスを考慮した健全な運営を行う。
また、財政上の制度改正に耐え得るよう基金積立も
併せて計画的に推し進める。 

組織機構の継続的な見直し 
　増大する事業を迅速かつ適正に処理するため、
総合的かつ連携のとれた組織の編成に努める。 

地方分権と情報公開の推進 

職員の定員管理・人事配置の適正化 
　組織機構の見直しに伴う職員の定員管理の徹
底と事務量の適確な把握による適正な人員配置
を図る。 

　地方分権により個性ある自立した町づくりが求め
られています。町づくりは町民自らの行政参加によ
り自己決定と自己責任（行政サービス・自己負担）
が伴うこととなります。よって情報公開を進め政策
決定過程を透明にし、対話行政を推進し、関心を持
って住民が主体的に行政参加ができる町づくりに努
めます。 


